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高齢者向け住まい等における適正なサービス提供確保のための 

更なる指導の徹底について 

 

 

 平素より、厚生労働行政の推進に多大なるご尽力を賜り、厚く御礼申し上げま

す。 

令和３年度介護報酬改定に向け、社会保障審議会介護給付費分科会において

とりまとめられた審議報告において、サービス付き高齢者向け住宅や住宅型有

料老人ホーム等（以下、「高齢者向け住まい等」という。）における適正なサービ

ス提供を確保するため、介護保険サービスが入居者の自立支援や重度化防止に

つながっているかの観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更

なる指導の徹底を図ることとされました。 

つきましては、下記に示す内容を踏まえた指導を積極的に行っていただきま

すようお願いいたします。 

また、都道府県におかれましては、貴管内の市町村への周知をお願いいたしま

す。 
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記 

 

１．高齢者向け住まい等における家賃等入居契約内容の確認やケアプランの点

検・検証 

  介護保険サービス事業所が併設等する高齢者向け住まい等において、家賃

を不当に下げて入居者を集め、その収入の不足分を賄うため、入居者のニーズ

を超えた過剰な介護保険サービスを提供している場合があるとの指摘がある

ところ。 

  このような指摘を踏まえ、都道府県の福祉部局は、住宅部局と連携して、介

護保険サービス事業所が併設等する高齢者向け住まいの特定及び入居契約の

内容の確認を行い、家賃の設定が不適切な可能性があるもの（不当に低く設定

している場合や、要介護度別に家賃を設定している場合等）等の情報を市町村

に情報提供すること。 

市町村は、介護給付費適正化（特にケアプラン点検）担当部署において、都

道府県からの情報等をもとに、不適切なケアプラン（ここで言う不適切なケア

プランとは「入居者のニーズを超えた過剰なサービス」を位置づけているプラ

ンを指す。）を作成している可能性がある居宅介護支援事業所について、ケア

プランの内容が入居者の自立支援や重度化防止等につながっているかの観点

からの点検・検証を行っていただきたい。 

その結果、介護給付費適正化担当部署において、不適切なケアプランを作成

している居宅介護支援事業所が判明した場合は、当該プランを作成した居宅

介護支援事業所に対して、ケアプランの改善を指導するとともに、居宅介護支

援事業所の運営自体に問題があると判断した場合は、指導監督部署と連携し、

実地指導等を実施されたい。また、併せて、不適切なケアプランに基づき介護

サービスを提供している事業所への実地指導等を実施されたい。 

 

２．区分支給限度基準額の利用割合が高い居宅介護支援事業所のケアプランの

優先的な点検・検証 

上記１の確認・指導の実施にあたっては、介護保険サービス事業所が併設等

する高齢者向け住まい等に居住する者のケアプランについて、区分支給限度

基準額の利用割合が高い者が多い場合に、当該ケアプランを作成する居宅介

護支援事業者を事業所単位で抽出するなどにより、当該事業者によるケアプ

ランを優先的に点検・検証することが考えられる。    

本点検・検証に資するよう、国民健康保険団体連合会が運用する介護給付適

正化システムにおいて、このような居宅介護支援事業所を抽出する帳票を作



 
 

成できるよう改修等手続きを進めているところ。本システムの改修は本年９

月頃を予定しており、将来的には、このような仕組みも活用しながら、点検・

検証を行っていただきたい。 

なお、令和３年度介護報改定において、区分支給限度基準額の利用割合が高

く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占めるケアプランを作成する居

宅介護支援事業所が市町村の求めに応じてケアプランを届け出ることなどが

規定されているところ（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準（平成 11年厚生省令第 38号）第 13条第１項第 18の３）、この取組と共

同して点検・検証を行うことも差し支えないが、高齢者向け住まい等における

サービス提供に関する点検・検証においては、通所介護等、訪問介護以外のサ

ービス利用状況についても着目した点検・検証を行っていただきたい。 

 

３．高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業の活用 

  上記１で、ケアプラン点検を行った居宅介護支援事業所を含めて、訪問介護

や通所介護等、高齢者向け住まい等に併設する事業所に対する実地指導をま

とめて実施する場合には、高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業

（詳細は別紙）の活用が可能であり、検討いただきたい。 

 

 

 

 



高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業
令和３年度予算（案） ６０，０００千円

 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（以下「集合住
宅」という）等に併設している介護サービス事業所を利用して
いる集合住宅居住者の方が一般在宅等のサービス利用者よりも
介護サービス利用量が多い。また、同一建物減算の見直し（減
算の拡大）にもかかわらず併設事業所を利用している集合住宅
居住者の介護サービス利用量が増加している。

 このため、地方自治体（介護保険部局と集合住宅部局等の関係
部局が合同）が、主として集合住宅に入居する高齢者に対して
介護サービスを提供する事業所への重点的な実地指導を行い、
サービス提供の実態を明らかにする。

 地方自治体における効果的指導手法の確立及び平準化を図
る。

→ 好事例は全国会議等で紹介

 集合住宅居住者に対するサービス提供の透明性を確保する
とともに、サービス提供の質の向上に寄与する。

担当課名

考えられる成果事業創設の目的

事業スキーム

事業イメージ

国 地方自治体
補助（定額）

 補助要件（実施要綱より抜粋）

・集合住宅５カ所以上選定
・補助上限 １自治体300万円（定額）

（実施回数が多い自治体に
ついては600万円まで補助）

 手法例
・集合住宅に介護サービスを特化し実施
している事業者を実施指導対象として
重点的に選定

・介護保険部局と集合住宅部局と合同で、
介護支援専門員や自治体職員ＯＢ等を
加えた特別実地指導チームを組織して
指導に臨む
（右記例）

・効果・効率的な指導のために民間団体へ
一部委託可能

別 紙

介護保険部局
集合住宅部局

等

地方自治体

介護支援専門員

指導監査職員ＯＢ
等

特別実地指導チーム

集 合 住 宅

利用者

通所介護 訪問介護

居宅介護支援

※介護保険の法令上の基準及びケアプランチェックに加えて、サービス
提供事業所の個別サービス計画や利用者の同意（意向）等を包括的に確
認。
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